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1.労災保険 脳・心臓疾患に関する労災認定基準の見直し 

厚生労働省は、いわゆる過労死等（※）に関する労災認定の基準を見直すべく、検討会で論議を進めていましたが、そ

の報告書が 7月 16日に公表されました。本稿では、近年の過労死等の労災補償状況に触れつつ、労災認定の基準がどの

ように見直されようとしているのかご案内します。 

※「過労死等」とは、「業務における過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因とする死亡若しくは業務における強い心理的負荷に

よる精神障害を原因とする自殺による死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害をいう」と定義されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．脳・心臓疾患に関する事案の労災補償状況 

 『令和２年度「過労死等の労災補償状況」』によると、

直近5年間の脳・心臓疾患の労災請求件数、支給決定

件数などは次のとおりです。 

 

■脳・心臓疾患の労災請求件数、支給決定件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和2年度について、請求件数は前年度比152件の減

となり、支給決定件数は前年度比22件の減、うち死亡

件数は前年度比19件減の67件でした。 

過労死の認定基準は、平成13年の改定により「長期

にわたる疲労の蓄積が脳・心疾患の発症原因になる」

との考え方が盛り込まれ、残業が「直近1カ月で100 

時間超」か「2～6カ月間平均で月80時間超」の場合は、 

 

業務との関連性が高く労災認定が妥当とする「過労死

ライン」が示されました。この労災補償状況の取りま

とめにおいても、時間外労働時間別（1か月または2～

6か月における1か月平均）支給決定件数は、「評価期

間1か月」では「100時間以上～120時間未満」の27

件が最も多く、また、「評価期間2～6か月における1

か月平均」では「80時間以上～100時間未満」の75

件が最も多い結果となっています。 

 

２．認定基準の見直し 

今回の検討会報告書では、過労による脳・心臓疾患

の労災認定基準については、勤務の不規則性や身体的

負荷など他の要素も踏まえ、柔軟に判断するよう現行

の認定基準を見直すべきと示しています。 

そのなかで「業務の過重性の評価」に関する検討結

果の概要は次のとおり記載されています。 

 

■検討結果の概要 

① 脳・心臓疾患の発症に近接した時期における負荷

のほか、長期間にわたる業務による疲労の蓄積が

脳・心臓疾患の発症に影響を及ぼすとする考え方

は、現在の医学的知見に照らし是認できるもので

あり、この考え方に沿って策定された現行認定基

準は、妥当性を持つ。 
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2. 労務管理 外国人雇用に関するルール 

労働力不足が深刻化しているなか、外国人の労働力を活用する企業が増えています。厚生労働省が公表した「『外国人

雇用状況』の届出状況まとめ」によると、外国人労働者数は 1,724,328 人で、届出が義務化されて以降、過去最高を更

新しました（令和 2年 10月末時点） 

そのような中で先般、大手宅配サービス事業者が、出入国管理法違反（不法就労助長など）の疑いで書類送検されまし

た。これまでも配達員の外国人が不法就労容疑で逮捕・書類送検される例は多数ありましたが、不法就労に関連した容疑

で運営会社が書類送検されるケースは初めてのことです。 

本稿では、厚生労働省「外国人雇用に関するパンフレット」をもとに、このような不法就労を防ぎ、適正に雇用管理す

るための留意点を概説いたします。 

 

 

 

 

 

■在留資格の種類 

※在留資格の詳細は、地方出入国在留管理局にお問い合わせください。 

就労の可否 在留資格 

在留資格に定められた範囲で 

就労が認められる在留資格（18種類） 

外交、公用、教授、芸術、宗教、報道、投資・経営、法律・会計業務、 

医療、研究、教育、技術、人文知識・国際業務、企業内転勤、興行、技能、

特定技能、技能実習、特定活動（ワーキングホリデー、ＥＰＡに基づく 

外国人看護師・介護福祉士等） 

原則として 

就労が認められない在留資格（5種類） 

文化活動、短期滞在、留学、研修、家族滞在 

※「留学」および「家族滞在」の在留資格をもって在留する外国人の方が 

 アルバイト等の就労活動を行う場合には、地方出入国在留管理局で資格 

外活動の許可を受けることが必要です。 

就労活動に制限がない在留資格（4種類） 永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者 

 

② 「短期間の過重業務」及び「長期間の過重業務」

において、業務による負荷要因としては、労働時

間のほか、勤務時間の不規則性（拘束時間の長い

勤務、休日のない連続勤務、勤務間インターバル

が短い勤務、不規則な勤務・交替制勤務・深夜勤

務）、事業場外における移動を伴う業務（出張の多

い業務、その他の事業場外における移動を伴う業

務）、心理的負荷を伴う業務、身体的負荷を伴う業

務及び作業環境（温度環境、騒音）の各要因につ

いて検討し、総合的に評価することが適切である。 

③ 長期間の過重業務の判断において、疲労の蓄積の

最も重要な要因である労働時間に着目すると、①

発症前１か月間に特に著しいと認められる長時間

労働（おおむね100時間を超える時間外労働）に

継続して従事した場合、②発症前2か月間ないし6

か月間にわたって、著しいと認められる長時間労

働（１か月当たりおおむね80時間を超える時間外

労働）に継続して従事した場合には、業務と発症

との関連性が強いと判断される。 

 

 

④ 労働時間のみで業務と発症との関連性が強いと認

められる水準には至らないが、これに近い時間外

労働が認められ、これに加えて一定の労働時間以

外の負荷が認められるときには、業務と発症との

関連性が強いと評価できる。 

 

４．さいごに 

本報告書を受けた労災認定基準の改正により、過労

死等としての労災支給決定件数の増加が見込まれま

す。 

時間外労働の上限規制が法制化されていますが、こ

れからは労働時間数だけに着目するだけでなく、実態

として健康に影響がないかを確認していくことが、労

災を防ぐために大切になるでしょう。これをひとつの

機会として、今一度現状の労働時間管理や労働環境全

般について、実態把握をしてみることをお勧めいたし

ます。 

 

 

１．在留資格の確認 

在留資格とは、外国人が日本に滞在するための入管

法上の資格を指します。外国人は原則として、在留資 

 

格に基づき日本に在留し、活動が認められることにな

ります。日本での就労の可否と在留資格との関係は、

以下の通りとなります。 
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Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、２ページ目の「外国人雇用に関するルール」に関連す

る豆知識をお伝えします。 

 

 

 
      

Q． 外国人の雇用管理の改善に使える助成金はありますか。 

A． 

外国人特有の事情に配慮した就労環境の整備を行い、外国人労働者の職場定着に取り

組む事業主に対して、その経費の一部を助成する「人材確保等支援助成金（外国人労

働者就労環境整備助成コース）」があります。概要は以下の通りです。 
 

助成の対象となる経費 

①通訳費 ②翻訳機器導入費（上限 10万円） ③翻訳料 

④弁護士、社会保険労務士等への委託料（外国人労働者の就労環境整備措置に要する委託料に限る） 

⑤社内標識類の設置・改修費（多言語の標識類に限る） 

具体的な就労環境の整備の取組（就労環境整備措置） 必須メニューの両方と選択メニューのうち、いずれかを実施 

必  須 

メニュー 

雇用労務責任者の選任 
雇用労務責任者を事業所ごとに選任し、全ての外国人労働者と３か月ごとに１回以上の

面談（テレビ電話による面談を含む）を行う。 

就業規則等の社内規程

の多言語化 

就業規則等の社内規程の全てを多言語化し、計画期間中に、雇用する全ての外国人労働

者に周知する。 

選  択 

メニュー 

苦情・相談体制の整備 
全ての外国人労働者の苦情または相談に応じるための体制を新たに定め、外国人労働者

の母国語または当該外国人労働者が使用するその他の言語により苦情・相談に応じる。 

一時帰国のための休暇

制度 

全ての外国人労働者が一時帰国を希望した場合に必要な有給休暇を取得できる制度を

新たに定め、１年間に１回以上の連続した５日以上の有給休暇を取得させる。 

社内マニュアル・標識

類等の多言語化 

社内マニュアルや標識類等を多言語化し、計画期間中に、それを使用する全ての外

国人労働者に周知する。 
 

 

実務としては、外国人労働者を受け入れる際に、在

留カードなどの書類をチェックした上で、 

・当該在留資格が就労可能なものか否か 

・就労可能な場合、認められた活動と業務が合致して

いるか 

以上、2点を確実に確認しましょう。不法就労につ

いては、不法就労をした外国人だけでなく、冒頭の通

り、不法就労をさせた事業主も、不法就労助長罪（3

年以下の懲役または300万円以下の罰金）に問われる

可能性があります。そしてこれは、不法就労者である

ことを知らずに雇用した事業主も対象とされるため、

注意が必要です。 

 

２．外国人雇用状況の届出 

 すべての事業主に、外国人労働者（特別永住者およ

び在留資格「外交」・「公用」の者を除く）の雇入れま

たは離職の際に、当該外国人労働者の氏名、在留資格、

在留期間等について確認し、ハローワークへ届け出る

ことが義務付けられています。令和2年3月1日以降、

在留カード番号の記載も必要になりましたので、所定

の事項と併せて確実に確認しましょう。 

 

３．雇用管理 

外国人労働者の雇用管理の改善は事業主の努力義務

です。厚生労働省では「外国人労働者の雇用管理の改

善等に関して事業主が適切に対処するための指針」を 

 

定めており、事業主は外国人労働者が日本で安心して

働き、その能力を十分に発揮できる環境を確保するよ

うに努めなければなりません。 

 

指針の主な内容 

◆法令の適用について 

労働基準法や健康保険法などの労働関係法令およ

び社会保険関係法令は、国籍を問わず外国人にも適

用されます。また、国籍による労働条件面での差別

的取扱いは禁止されています。 

◆適正な人事管理について 

賃金の支払い、労働時間管理、安全衛生の確保等に

ついては、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生

法等に従って適切に対応しましょう。人事管理に当

たっては、職場で求められる資質、能力等の社員像

の明確化、評価・賃金決定、配置等の運用の透明性・

公正性を確保し、環境の整備に努めましょう。 

 

４．さいごに 

企業の採用意欲の高まりに比例して、外国人労働者

の確保も難しくなってきています。採用の後の定着も

見据えて、経済産業省が策定した「外国人留学生の採

用や入社後の活躍に向けたハンドブック」なども参考

にしながら、採用から雇用管理までの一連を考えて取

り組みを進めると良いでしょう。 
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3. 提  供 『経営に役立つビジネリポート』を無料でご提供いたします！ 

弊所がお届けする“ビジネスリポート”は、経営に役立つ情報が満載です！ 

ビジネスにおける経営戦略、企画・営業、広報、人事管理などのマネジメントに 

関連する情報から、法改正やデジタル化の進展といったビジネストレンドに関する 

情報まで、多岐にわたる内容を取り揃えております。 

以下のリポートの中からご興味のあるテーマがございましたら、弊所あてに 

お気軽にご連絡ください。ご希望のリポートを“無料”にてお届けいたします！ 

今月のおすすめビジネスリポート 

 

リポート番号 タイトル 内容 

＃80107 

（全 6ページ） 

２０２１年度版「中小企業白書」から 

デジタル化推進のヒントを学ぶ 

・デジタル化が難局を乗り越えるカギに 

・デジタル化による業績への好影響 成功企業はここが違う 

・参考 デジタル化推進を応援する支援策例 

＃10057 

（全 5ページ） 
甘い組織ではない「心理的安全性」のつくり方 

・「心理的安全性」＝「甘い組織」に対する誤解を解く 

・優秀な社長が生み出す集団圧力と集団浅慮のわな 

・間違えた判断プロセスから脱却するには？ 

・ノイズは排除する 

＃40056 

（全 7ページ） 

アポイントメント・リマインド・お礼 

   すぐに使えるメールテンプレート例 

・メール作成を効率化するには？ 

・アポイントメント編 

・リマインド（確認や念押し）編 

・お礼編 

・参考 

＃60241 

（全４ページ） 
【会社法】株式会社の解散と清算 

・解散と清算 

・解散と清算の手続き 

＃70093 

（全 9ページ） 

海外評価が急上昇！ 

酒類から学ぶ「ジャパンブランド」作りの極意 

・輸出額は１０年連続過去最高！ 日本のお酒が世界進出 

・お酒事業者の取り組み 

・お酒関連の動向 

 

お気軽にご用命ください 
TEL ＞＞＞ 03-3574-3521 
FAX ＞＞＞ 03-3574-3523 

 

貴社名  ご担当者様 
部署・所属 

所在地 〒 

E-mail  Tel  

ご希望のリポート番号  

※ご記入いただきました個人情報は、ビジネスリポートのご案内およびお届けすることを目的とし、それ以外では利用いたしません。 

 
 
 

お困りのことがございましたらお気軽に弊所までご相談ください。 


